
（別紙様式１）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別
契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所
在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

一般競争入札・指
名競争入札の別
(総合評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．４．１８～Ｈ２６．３．２４ 東京港湾事務所
建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．５．１０～Ｈ２５．９．３０ 東京港湾事務所
測量・調査 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．５．１０～Ｈ２５．７．２６ 東京港湾事務所
建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．６．５～Ｈ２５．１０．２５ 東京港湾事務所
測量・調査 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．６．５～Ｈ２５．８．３０ 東京港湾事務所
測量・調査 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．６．２８～Ｈ２５．１０．３１ 東京港湾事務所
港湾土木工事 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ２５．７．４～Ｈ２６．２．１４ 東京港湾事務所
測量・調査 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．７．１８～Ｈ２５．１０．３１ 東京港湾事務所
測量・調査 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．７．２６～Ｈ２６．３．２４ 東京港湾事務所
測量・調査 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．７．２６～Ｈ２６．３．２４ 東京港湾事務所
測量・調査 東京都江東区新木場１－６－２５

維持補修技術実証試験工事

96.8%

東京港中央防波堤外側地区岸壁(-16m)土質調査

H25.7.26

東京港臨海道路環境調査

指名競争入札
（簡易公募型競争入

札）（総合評価）

指名競争入札
（簡易公募型競争入

札）（総合評価）

指名競争入札
（簡易公募型競争入

札）（総合評価）

一般競争入札
（総合評価）

東京港中央防波堤外側地区航路・泊地(-16m)他底質調
査

東京都中央区日本橋堀留町１－３－１７
三洋テクノマリン（株）

85.4%

H25.6.5

6,836,637H25.6.5 6,615,000

25,200,000 91.6%

73.9%

81.2%

指名競争入札
（簡易公募型競争入

札）（総合評価）
43,166,831

27,500,409H25.6.28
村松興業（株）
東京都大島町差木地字クダッチ無番地

指名競争入札
（簡易公募型競争入

札）（総合評価）
43,610,410H25.7.26

三洋テクノマリン（株）
89.1%38,850,000

国際航業（株）

東京都千代田区六番町２

東京都渋谷区本町２－１８－１４

（株）アーク・ジオ・サポート 指名競争入札
（簡易公募型競争入

札）（総合評価）
6,667,965

39,480,000

45,243,847 39,007,500 86.2%

4,928,700

46,218,763

東京都新宿区西早稲田３－１３－５
37,590,000 87.1%

中央開発（株）東京支社

10,091,431 8,190,000

東京港中央防波堤外側地区岸壁(-16m)環境調査

84.1%

東京港中央防波堤外側地区既設護岸耐震性能照査業務

東京港中央防波堤外側地区土質調査

東京都千代田区隼町３－１６
H25.5.10

一般競争入札
（総合評価）

東京都中央区日本橋堀留町１－３－１７

川崎地質（株）事業本部
東京都港区三田２－１１－１５

36,540,000

（一財）沿岸技術研究センター

東京都中央区日本橋堀留町１－３－１７

40,425,000

H25.4.18
三洋テクノマリン（株） 指名競争入札

（簡易公募型競争入
札）（総合評価）

45,818,226

H25.5.10

79.7%

指名競争入札
（簡易公募型競争入

札）（総合評価）
48,059,814

千葉県花見川区幕張本郷１－３０－５

千葉エンジニアリング（株）
東京港中央防波堤外側地区岸壁(-16m)土質調査(その2)

東京港中央防波堤外側地区航路・泊地(-16m)他水路測
量

東京港中央防波堤外側地区岸壁(-16m)環境調査(その2)

H25.7.4

H25.7.18

平成２５年８月分該当無し



（別紙様式１）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別
契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所
在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

一般競争入札・指
名競争入札の別
(総合評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．９．２６～Ｈ２６．３．２８ 東京港湾事務所
建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．１１．１～Ｈ２６．２．２１ 東京港湾事務所
港湾土木工事 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．１１．１５～Ｈ２６．３．２４ 東京港湾事務所
測量・調査 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．１１．１５～Ｈ２６．３．２０ 東京港湾事務所
測量・調査 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．１１．２７～Ｈ２６．３．２４ 東京港湾事務所
建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．１１．２７～Ｈ２６．３．２０ 東京港湾事務所
測量・調査 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２６．１．１７～Ｈ２６．３．２８ 東京港湾事務所
建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

平成２６年３月分該当無し

東京港湾事務所業務継続計画等検討業務

東京港国有港湾施設維持管理計画策定業務

東京港土質調査(その2)

86.1%
日本工営（株）

興亜開発（株）

16,800,000 99.9%

東京都墨田区江東橋５－３－１３

H26.1.17
（株）エコー 一般競争入札

（総合評価）

指名競争入札
（簡易公募型競争入

札）（総合評価）
41,465,158 35,700,000

一般競争入札
（総合評価）

東京都中央区日本橋堀留町１－３－１７

（株）吉田組　東京支店

指名競争入札
（簡易公募型競争入

札）（総合評価）
43,670,798

指名競争入札
（簡易公募型競争入

札）（総合評価）
3,144,086

24,838,030

2,520,000 80.2%

22,050,000 88.8%

東京都江東区亀戸１－５－７
(株)ニュージェック　関東支店

東京都台東区北上野２－６－４

86.6%

86.8%
明治コンサルタント（株） 指名競争入札

（簡易公募型競争入
札）（総合評価）

42,708,709

東京都千代田区麹町４－２

三洋テクノマリン（株） 指名競争入札
（簡易公募型競争入

札）（総合評価）

平成２５年１０月分該当無し

H25.9.26

東京港中央防波堤内側地区岸壁(-9m)裏埋等工事

H25.11.1

H25.11.15

H25.11.27

東京港土質調査

東京港臨海道路環境調査(その2)

98.4%
東京都中央区日本橋堀留町１－５－９

平成２５年１２月分該当無し

H25.11.15

東京港環境影響評価検討業務

H25.11.27

平成２６年２月分該当無し

97,074,096 95,550,000

東京都江戸川区臨海町３－６－４
37,065,000

16,823,009

37,800,000



（別紙様式２）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及び
所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

随意契約によることとした会計
法令の根拠条文及び理由（企画
競争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職の
役員数

備　　考

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．９．１０～Ｈ２６．３．２０ 東京港湾事務所
建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．１０．２３～Ｈ２６．３．１４ 東京港湾事務所
建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．１２．２～Ｈ２６．３．２８ 東京港湾事務所
建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長

Ｈ２５．１２．２～Ｈ２６．３．２０ 東京港湾事務所
建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港整備効果検討業務

H25.12.2
中央復建コンサルタンツ（株） 会計法29-3-4

理由は別紙２－４のとおり
（簡易公募型プロポーザル）

17,341,860

東京港中央防波堤外側地区航路・泊地(-16m)他船舶航
行安全対策業務 会計法29-3-4

理由は別紙２－１のとおり
（簡易公募型プロポーザル）

東京港技術検討業務

16,905,000
東京都千代田区麹町２－１０－１３

平成２５年７月分該当無し

横浜市中区海岸通り３－９

27,498,397

7,497,000

19,804,472

H25.9.10

平成２５年６月分該当無し

平成２５年８月分該当無し

東京都千代田区霞が関３－３－１

東京港中央防波堤外側地区岸壁(-16m)施工法検討業務

98.1% 2

97.5%

19,425,000

98.9%

H25.12.2

H25.10.23 98.1%
東京都荒川区西日暮里２－２６－２

会計法29-3-4
理由は別紙２－２のとおり
（簡易公募型プロポーザル）

（一財）港湾空港総合技術センター

日本シビックコンサルタント（株）

6
公益社団法人　東京湾海難防止協会

26,985,000

7,580,786

会計法29-3-4
理由は別紙２－３のとおり
（簡易公募型プロポーザル）

平成２５年５月分該当無し

平成２５年４月分該当無し

平成２５年１１月分該当無し

平成２６年３月分該当無し

平成２６年２月分該当無し

平成２６年１月分該当無し



別紙２－１ 

平成２５年度 

 

東京港湾事務所 

 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

 

（件名） 東京港中央防波堤外側地区航路・泊地(-16m)他船舶航行安全対策業務 

 

 

本件は、下記の理由により（公社）東京湾海難防止協会と随意契約致したい。 

 

記 

 

 本業務は、国際海上コンテナターミナル整備事業に伴う海上工事において、周辺海域を

航行する船舶に及ぼす影響及び航行船舶の安全確保のために必要な対策について、学識経

験者、海事関係者及び関係官公庁等で構成する委員会を設置し、検討するものである。 

 

 本業務の履行にあたっては、海難防止に関する専門的な知見並びに東京港における船舶

の航行管制及び航行実態に精通し、海上工事に伴う一般船舶の航行安全や海難防止等に関

する高度な技術力を有していることが必要である。そのため、簡易公募型プロポーザル方

式により、以下の特定テーマについて技術提案を求めた。 

「航行船舶が過密な航路及び航路近傍において浚渫工事を実施する場合の船舶航行安全

確保のための留意点」 

 本業務実施に係るプロポーザル方式により提案された技術提案書を建設コンサルタン

ト等選定委員会において評価選定した結果、優れた技術提案を行った公益社団法人東京湾

海難防止協会を特定した。本業務の実施方針及び、特定テーマに対する技術提案について

ヒアリングを行い総合的に判断した結果、本業務を実施することが適当であるとされたも

のである。 
 よって、会計法第 29 条の３第４項により、公益社団法人東京湾海難防止協会と随意契

約をするものである。 



別紙２－２ 

平成２５年度         

 

東京港湾事務所 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

 

（件名） 東京港技術検討業務 

 

 

本件は、下記の理由により日本シビックコンサルタント（株）と随意契約致したい。 

 

記 

 

 本業務は、東京港１０号地その２と中央防波堤内側埋立地を結ぶ東京港南北道路につい

て、過年度実施した業務成果及び今年度実施する現地調査等の成果を用い、詳細な施工方

法を検討して最適な工法の選定を行うものである。 

 本業務の履行にあたっては、海底トンネルの工法検討は実績が少なく、かつ施工難易度

の高い事業である。また、今回の計画箇所については供用中のフェリーふ頭から第二航路

を横断し、中央防波堤内側地区（廃棄物埋立処分場）を結ぶルートであり、主な検討項目

は廃棄物埋立護岸、近接構造物及び埋設管等に与える影響、陸上部において周辺用地の使

用状況と施工ヤードの配置、第二航路横断部分について施工時に航行船舶に与える影響等

である。そのため、簡易公募型プロポーザル方式により、以下の特定テーマについて技術

提案を求めた。 

「周辺の土地及び海域の利用状況等を考慮し施工性を向上させる方策について」 

 本業務実施に係るプロポーザル方式により提案された技術提案書を建設コンサルタン

ト等選定委員会において評価選定した結果、優れた技術提案を行った日本シビックコンサ

ルタント（株）を特定した。本業務の実施方針及び、特定テーマに対する技術提案につい

てヒアリングを行い総合的に判断した結果、幅広く高度な知識を有し本業務を実施するこ

とが適当であるとされたものである。 
 よって、会計法第 29 条の３第４項により、日本シビックコンサルタント（株）と随意

契約をするものである。 



別紙２－３ 

東京港湾事務所                                            

 

平成 25 年度 

 

 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

件名  東京港中央防波堤外側地区岸壁(-16m)施工法検討業務  

 

 

 

本件は、下記の理由により （一財）港湾空港総合技術センター と随意契約致したい。 

 

 

記 

 

本業務は、東京港中央防波堤外側地区岸壁(-16m)整備事業の施工方法等について、今年度実施す

る基本設計・現地調査及び隣接岸壁の施工実績等の資料を用いて検討するものである。 

本業務で検討する施工箇所は隣接岸壁が供用する中での施工となるため、施工検討に当たっては、

隣接岸壁に入出港する船舶に与える影響、作業船の退避方法、或いは隣接岸壁に影響を与えない近

接施工、第一航路の航行船舶等を考慮した検討が必要となる。また、羽田空港の空域制限も施工に

関連することから、受注者には専門的かつ高度な港湾・空港工事に関する知見及び実績等が必要で

ある。そのため、簡易公募に準じた総合評価型プロポーザル方式により技術提案を求め、優れた技術提案を

行った（一財）港湾空港総合技術センター を特定した。本業務の実施方針及び、特定テーマに対する技術提

案についてヒアリングを行い総合的に判断した結果、幅広く高度な知識を有し本業務を円滑かつ適切に実施でき

るものと判断されたものである。 

よって、会計法第 29条の 3第 4項に基づき、（一財）港湾空港総合技術センターと随意契約するものである。 

 

 

 



                 平成２５年度            別紙２－４ 

 

東京港湾事務所 

 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

（件名） 東京港整備効果検討業務 

 

 

本件は、下記の理由により中央復建コンサルタンツ（株）と随意契約致したい。 

 

記 

 

 本業務は、東京港大井ふ頭コンテナターミナル再編整備事業及び青海旅客船バース整備

事業の施設配置・整備計画の検討、並びに整備効果について検討し、取りまとめを行うも

のである。 

 本業務の履行にあたっては、現在の東京港におけるふ頭整備状況・施設利用状況・物流

実態を把握した上で、大井ふ頭コンテナターミナル及び青海旅客船バースそれぞれの施設

配置計画・岸壁構造の検討し、それに伴う整備効果を分析していくことが重要である。そ

のため、港湾整備事業、特に国際海上コンテナターミナル整備事業における事業評価に関

する豊富かつ専門的な知識と東京港における港湾を取り巻く社会情勢を把握できる高度な

知見を有している事が必要である。 

上記の理由から簡易公募型プロポーザル方式により、以下の特定テーマについて技術提

案を求めた。 

「大井ふ頭の再編計画を検討する際の留意点と対応策について」 

 本業務実施に係るプロポーザル方式により提案された技術提案書を建設コンサルタン

ト等選定委員会において評価選定した結果、優れた技術提案を行った中央復建コンサルタ

ンツ（株）を特定した。本業務の実施方針及び、特定テーマに対する技術提案についてヒ

アリングを行い総合的に判断した結果、本業務を実施することが適当であるとされたもの

である。 
 よって、会計法第 29 条の３第４項により、中央復建コンサルタンツ（株）と随意契約

をするものである。 



（別紙様式３）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所
在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

一般競争入札・指
名競争入札の別
(総合評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場１－６－２５
分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場１－６－２５
分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場１－６－２５
分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場１－６－２５
分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場１－６－２５
分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場１－６－２５
分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官
東京港湾事務所長
東京港湾事務所
東京都江東区新木場１－６－２５

一般競争入札

94.2%
東京都千代田区麹町４－２

南鳥島屋外タンク健全度確認業務 H25.8.9
日本工営（株）東京支店

一般競争入札 8,139,085

一般競争入札

7,665,000

横浜市西区伊勢町１－１５ 254,625
一般競争入札

１月当たり
100.0%

１月当たり

99.0%
東京都港区新橋４－３－１

供用１日当たり

63,525

（株）ポルテック

62.3%1,930,562 1,203,300
東京都江東区佐賀１－２－９

(株)東洋ジービー

91.2%

64,155

（株）セノン
一般競争入札

基本月額

254,625

（株）トシダ

一般競争入札

東京都新宿区西新宿２－１－１
基本月額

1,260,435 1,149,750

一般競争入札
供用１日当たり

平成２５年５月分該当無し

東京港湾事務所庁舎清掃

H25.4.1

H25.4.1

H25.4.1東京港複合機保守及び消耗品等料金

H25.4.1

4,000,500 98.9%東京港書棚他購入 H25.7.17
（株）トシダ

横浜市西区伊勢町１－１５
4,044,951

平成２５年６月分該当無し

単価契約

¥13,797,000

単価契約

¥19,011,405

単価契約

¥3,055,500

東京港「江戸」運航

東京港湾事務所車両管理業務

H25.10.10
東亜建設工業（株）東京支店

一般競争入札

平成２５年９月分該当無し

東京港港湾業務艇用船

南鳥島放送衛星用アンテナ基礎製作業務 H25.11.21
東洋建設（株）関東支店

一般競争入札 1,927,935
東京都江東区青海２－４－２４

南鳥島放送衛星用アンテナ製作設置業務

東京都中央区日本橋４－１－６

H25.10.24

単価契約

¥2,727,144

99.9%

1,785,000

99.9%

東京都港区芝５－３６－７

(株)IMC
一般競争入札 8,411,744

広友サービス（株）
81.4%

8,400,000

1,779,718

平成２５年１２月分該当無し

東京都港区赤坂１－４－１７
東京港書庫他購入 H26.1.29

供用１日当たり

1,449,000

供用１日当たり

84,995 84,945

92.6%



（別紙様式３）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所
在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

一般競争入札・指
名競争入札の別
(総合評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

平成２６年３月分該当無し

平成２６年２月分該当無し



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

100.0%

平成２５年１２月分該当無し

3,955,600土地使用料 H25.11.29
東京都東京港管理事務所

東京都港区港南三丁目９－５６
3,955,600

予決令第99条第16
号

6,217,640

東京都港区港南三丁目９－５６
5,210,920 5,210,920 100.0%

100.0%

6,217,640

平成２５年６月分該当無し

H25.10.29
東京都東京港管理事務所

予決令第99条第16
号

土地使用料

東京都港区港南三丁目９－５６

予決令第99条第16
号

100.0%
東京都東京港管理事務所

東京都港区港南三丁目９－５６
6,217,640

土地使用料 H25.5.31
東京都東京港管理事務所

12,435,280

予決令第99条第16
号

12,435,280

土地使用料 H25.4.1

100.0%

東京港港湾業務艇桟橋使用料

東京都東京港管理事務所 予決令第99条第16
号

12,435,280 12,435,280

土地使用料

※契約金額
欄に記載の
金額は、使用
予定数量に
基づいて算出
した額

東京都江東区新木場２－３－１

※契約金額
欄に記載の
金額は、昨年
度契約金額
に基づいて算
出した額

H25.4.1
新木場二丁目地区建設業協議会

1,880,000 1,880,000会計法第29条の３第４項
理由は別紙４－１のとおり

100.0%

6,217,640

土地使用料 H25.7.29

土地使用料 H25.9.26
東京都東京港管理事務所

東京都港区港南三丁目９－５６

東京都港区港南三丁目９－５６
6,217,640

H25.8.29
東京都東京港管理事務所

100.0%6,217,640

予決令第99条第16
号

※契約金額
欄に記載の
金額は、昨年
度契約金額
に基づいて算
出した額

東京都港区港南三丁目９－５６
100.0%

予決令第99条第16
号



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

平成２６年１月分該当無し

平成２６年２月分該当無し

平成２６年３月分該当無し



別紙４－１ 

 

平 成 ２５ 年 度 

 

東 京 港 湾 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

 

( 件 名 ) 東京港港湾業務艇桟橋使用料 

 

 

 本件は、下記理由により新木場二丁目地区建設業協議会と随意契約致したい。 

 

                                      記 

 

  本件は、当事務所が所有する港湾業務艇｢江戸｣を係船するため新木場二丁目地区建設業

協議会所有の桟橋を使用し、その料金を支払うものである。 

   

 当該港湾業務艇を係船できる施設を探した結果、近隣においては新木場二丁目地区建設

業協議会所有の桟橋以外に該当する施設がなかった。 

  

 よって会計法第２９条の３第４項の規定により、新木場二丁目地区建設業協議会と随意

契約をするものである。 
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